様式１
令和　　年　　月　　日
参加表明書兼現地説明会参加申込書
　徳島県農林水産部長　殿
所在地
名　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　次のとおり参加を希望します。
	１

	申込書類の担当責任者
所属：
　職：
氏名：
	

	
	電話番号

	

	
	FAX番号

	

	２
	現地説明会参加者

	①

	所属：
　職：
氏名：　　　　　　　　　　　　　　　

	②

	所属：
　職：
氏名：

	③

	所属：
　職：
氏名：

	④

	所属：
　職：
氏名：

	⑤

	所属：
　職：
氏名：


様式２
令和　　年　　月　　日
応募申請書
　徳島県農林水産部長　殿
所在地
名　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　「令和６年度　県有種苗生産施設 有効活用実践事業」募集要項を了承の上、土地の賃貸借について応募を申請します。
	１

	応募書類の担当責任者
職名・氏名

	

	
	電話・FAX番号

	

	２

	連帯保証人
住所・氏名

	

	３

	借受期間

	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日　
※５年以内の範囲で設定することができます。

	４
	共同事業者　※有の場合は、下欄に全参加者を記入してください。

	①

	企業等名：
住所：
代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　印　　（電話）

	②

	企業等名：
住所：
代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　印　　（電話）

	③

	企業等名：
住所：
代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　印　　（電話）


　※　複数の方がひとつのグループを組んで応募する場合は、上記の共同事業者欄に構成メンバー全員の所在地、名称、代表者氏名を記載することにより、グループの代表者を明らかにした委任状と兼ねるものとします。
　※　５の欄が不足する場合は、別紙として継続記載してください。
様式３
添付書類チェック表
提出される書類のチェック欄（次表の□印）にチェックを入れてください。
グループで申請する場合は、番号１、２、６については共同作成の上提出し、番号３～５及び７～１１の資料については構成メンバー全員について提出してください。
	番号

	内容

	チェック欄
	様式

	備考


	
	
	法人
	個人
	
	

	１
	応募申請書
	□
	□
	２
	

	２
	添付書類チェック表（本紙）
	□
	□
	３
	

	３
	企業等概要説明書
	□
	□
	４
	

	４
	誓約書
	□
	□
	５
	

	５
	承諾書
	□
	□
	６
	

	６
	事業提案書（※１）
	□
	□
	７
	

	７
	定款
	□
	
	
	

	８
	決算書（直近１期分）
	□
	
	
	

	９
	確定申告書の写し（直近１か年分）
	
	□
	
	

	１０

	商業登記簿謄本

	□

	
	
	申請する日から９０日以内に発行されたもの

	１１

	印鑑証明書

	□

	□

	
	


※　提案事業内容に基づくイメージ図・平面図等を添付してください。様式は任意とします。
様式４
企業等概要説明書
	１

	名称

	

	２

	所在地

	

	３

	代表者名
または個人名称

	

	４

	資本金
または出資金

	

	５

	従業員数

	

	６

	設立年月日

	

	７

	主な事業内容

	


　※　グループで参加する場合は、構成メンバー全員について作成してください。
様式５
誓　約　書
　関係者が、次に該当しないことを誓約します。
１　破産者で復権を得ない者。

２　法人の場合、会社更生法に基づく更正手続き開始の申立て及び民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがされている者。ただし、更生計画の認可が決定又は再生計画の認可の決定が確定した者は、該当しないものとみなす。

３　禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者。

４　暴力団（「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第７７号）に規定する者）、暴力団員又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある団体。

５　私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第３条又は第８条第１項第１号に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認定された日から２年を経過しない者。

６　労働基準法（昭和２２年法律第４９号）をはじめとする労働関係法令を遵守していない者。

７　徳島県の使用料及び県税その他税の滞納がある者。

８　成年者と同一の能力を有しない未成年者で、その法定代理人が前各項目のいずれかに該当する者。

　徳島県農林水産部長　殿
令和　　年　　月　　日
所在地
名　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　※　グループで参加する場合は、構成メンバー全員について作成してください。
様式６
承　諾　書
　私は、徳島県所有の土地の利用について応募するに当たり、「令和６年度　県有種苗生産施設 有効活用実践事業」募集要項を承知し、次のことについて承諾いたします。
１　徳島県の水産振興施策の推進に協力すること。
２　今回申請した事業内容以外に使用しないこと。なお、事業内容を変更する場合は、「事業申請書（変更）」を提出し、徳島県の承認を得ること。
３　事業実施者に選定された際は賃貸借契約締結後30日以内に公募物件において、選定された新たな利活用を開始すること。
４　事業実施者に選定された際は速やかに「徳島県公有財産取扱規則」に基づき、必要な手続を行うこと。
５　「普通財産（土地・建物）貸付料算定基準」に基づく「貸付料」について、利用状況の変遷にあわせた料金の改定に同意すること。
６　事業撤退時は、直ちに貸付物件を原状回復の上、土地を県に返還すること。ただし、事前に県の承認を得た場合はこの限りではない。
７　公募物件を利用することに関して、徳島県の指示に従うこと。
８　事業実施・運営その他の付随する事柄に当たり、徳島県は一切の費用負担及び補償を行いません。
　令和　　年　　月　　日
　　　　             （事業実施者）
　　　　　　　　　 住所
                            氏名                                     印
　※　グループで参加する場合は、構成メンバー全員について作成してください。
様式７
事　業　提　案　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地
名　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
	（事業名）
 令和６年度　県有種苗生産施設 有効活用実践事業

	（現状と課題）
　※事業者が抱えている課題等を記載



	（目的）
　※定量的な目標を含めて、できるだけ具体的に記載



	（事業内容）
　※できるだけ具体的に記載



	（スケジュール）
　※できるだけ具体的に記載



	（効果）
　※県内の水産業に与える効果、その他の産業に与える効果等をできるだけ具体的に記載



	（収支計画）
　※想定される収入と主たる経費（魚介類や種苗の仕入れ経費、餌代、人件費等）を記載

　※別紙でも可




　※　説明用資料があれば、適宜添付してください。
　※　複数の企業、大学等で連携して実施する場合は別紙「実施体制表」を添付すること。
別紙（事業提案書関係）
実　施　体　制　表
	事業者名
	所在地
	担当者名
	連絡先
	主な役割

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　※　欄が不足する場合は、適宜追加してください。

